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の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）及び児童福祉法

（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく障害福祉サービス等を実施する事業

者の指定に係る人員配置基準においては、個々のサービス利用者の初期状

態の把握や個別支援計画の作成、定期的な評価などの一連のサービス提供

プロセス全般に関する責任を担い、サービスの質の向上を図る観点から、      

  サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管

理責任者等」という。）の配置が規定されているところである。 

このサービス管理責任者等については、個々のサービス利用者の障害特

性や生活実態に関する専門的な知識や個別支援計画を作成・評価する等の

技術を持ち、さらには他のサービス提供職員に対する指導的役割が期待さ

れていることから、障害児者支援に関する一定の実務経験と併せて、規定

の研修カリキュラム                             

 の修了がその要件とされているところである。 

今般、サービス管理責任者等の質の向上を図る観点から、別添のとおり

「サービス管理責任者研修事業実施要綱」を改正し、平成 31 年４月１日

から適用することとしたので、関係機関等に対し本事業の改正内容につい

て周知するとともに、本事業の円滑な運営について特段のご配慮をお願い

する。 

なお、サービス管理責任者等の要件については、別途 通知することと

しているので、ご了知願いたい。  

 

（別添） 

 

サービス管理責任者研修事業実施要綱 

 

１ 目 的 

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）                  

            に基づく障害福祉サービス を実施する事業

者の指定に係る人員配置基準においては、個々のサービス利用者の初期状

態の把握や個別支援計画の作成、定期的な評価などの一連のサービス提供

プロセス全般に関する責任を担い、サービスの質の向上を図る観点から新

たにサービス管理責任者                        

        の配置が規定されているところである。 

 このサービス管理責任者 については、個々のサービス利用者の障害特

性や生活実態に関する専門的な知識や個別支援計画の作成・評価など の

技術をもち、さらには他のサービス提供職員に対する指導的役割が期待さ

れていることから、障害者支援 に関する一定の実務経験と併せて、「サ

ービス管理責任者研修」及び「相談支援従事者研修」の一部のカリキュラ

ムの修了がその要件とされているところである。 

 このため、別添のとおり「サービス管理責任者研修事業実施要綱」を定

め、平成 18年 10月１日から適用することとしたので通知する。            

                                      

                                     

    

 なお、サービス管理責任者 の要件については、別途、通知することと

しているので、ご了知願いたい。  

 

（別添） 

 

サービス管理責任者研修事業実施要綱 

 

１ 目 的 
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    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び

児童福祉法の適切かつ円滑な運営に資するため、サービスや支援の質の

確保に必要な知識、技能を有するサービス管理責任者等                   

           の養成を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

    実施主体は都道府県又は都道府県知事の指定した研修事業者（以下

「指定研修事業者」という。）とする。 

 

３ サービス管理責任者研修 

（１）サービス管理責任者基礎研修 

① 研修対象者 

指定障害福祉サービス事業所においてサービス管理責任者とし

て従事しようとする者であって、次に掲げる区分に応じ、通算して

右欄に掲げる年数以上の実務経験を有するもの 

業務 実務経験年数 

相談支援業務 ３年 

社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支

援の業務 
６年 

社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援

の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間

を含めることができる。） 

３年 

国家資格等による業務に通算３年以上従事している

者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家

資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の

期間が同時期でも可） 

１年 

    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び

児童福祉法の適切かつ円滑な運営に資するため、サービスや支援の質の

確保に必要な知識、技能を有するサービス管理責任者及び児童発達支援

管理責任者の養成を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

    実施主体は都道府県又は都道府県知事の指定した研修事業者（以下

「指定研修事業者」という。）とする。 

 

３ 対象者 

    指定障害福祉サービス事業者においてサービス管理責任者として配

置しようとする者又は指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事

業者（以下「指定障害児入所施設等」という。）において児童発達支援

管理責任者として配置しようとする者 
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② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表１のとおりとする。 

なお、別表１の標準カリキュラムは、別表４と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）サービス管理責任者実践研修 

① 研修対象者 

ア サービス管理責任者基礎研修を修了後、本研修の受講開始日前

５年間に指定障害福祉サービス事業所等において通算して２年

以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者で、指定

障害福祉サービス事業所においてサービス管理責任者として従

事しているもの又は従事しようとするもの 

イ 平成 31 年４月１日において改正前の指定障害福祉サービスの

提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定める

もの等（平成 18 年厚生労働省告示第 544 号。以下「サービス管

理責任者告示」という。）第１号イの(1)から(5)までのいずれか

の規定に該当する者であって、同日以後に相談支援従事者初任者

研修（講義部分）修了者となったもの（アに定める相談支援の業

務又は直接支援の業務に従事した者に限る。）で、指定障害福祉

サービス事業所においてサービス管理責任者として従事してい

るもの又は従事しようとするもの 

ウ サービス管理責任者告示に定める期間内にサービス管理責任

者更新研修の修了者とならなかった者で、指定障害福祉サービス

事業所においてサービス管理責任者として従事しているもの又

は従事しようとするもの。この場合にあっては、アに定める相談

支援の業務又は直接支援の業務の従事者であることを要しない。 
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② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表２のとおりとする。 

なお、別表２の標準カリキュラムは、別表５と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）サービス管理責任者更新研修 

① 研修対象者 

ア サービス管理責任者実践研修を修了後、指定障害福祉サービス

事業所等においてサービス管理責任者若しくは管理者として従

事している者又は指定地域相談支援事業所、指定特定相談支援事

業所若しくは指定障害児相談支援事業所（以下「地域相談支援事

業所等」という。）において相談支援専門員として従事している

者で、指定障害福祉サービス事業所においてサービス管理責任者

として従事しているもの又は従事しようとするもの 

イ サービス管理責任者実践研修を修了後、本研修の受講開始日前

５年間においてアの業務に通算して２年以上従事していた者で、

指定障害福祉サービス事業所においてサービス管理責任者とし

て従事しているもの又は従事しようとするもの 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表３のとおりとする。 

なお、別表３の標準カリキュラムは、別表６と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

 

４ 児童発達支援管理責任者研修 

（１）児童発達支援管理責任者基礎研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 研修内容 

（１）サービス管理責任者研修 



6 
 

① 研修対象者 

指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所（以下「指定

障害児入所施設等」という。）において児童発達支援管理責任者と

して従事しようとする者であって、次に掲げる区分に応じ、通算し

て右欄に掲げる年数以上の実務経験を有するもの 

業務 実務経験年数 

相談支援業務 ３年 

社会福祉主事任用資格等を有しない者による直接支

援の業務 
６年 

社会福祉主事任用資格等を有する者による直接支援

の業務（社会福祉主事任用資格等の取得以前の期間

を含めることができる。） 

３年 

国家資格等による業務に通算３年以上従事している

者による相談支援の業務及び直接支援の業務（国家

資格等による業務の期間と相談・直接支援の業務の

期間が同時期でも可） 

１年 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表４のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）児童発達支援管理責任者実践研修 

① 研修対象者 

ア 児童発達支援管理責任者基礎研修を修了後、本研修の受講開始

日前５年間に指定障害児入所施設等において通算して２年以上、

相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者で、指定障害児

入所施設等において児童発達支援管理責任者として従事してい

① 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別紙１のとおりとする。 

なお、別紙１の「１ サービス管理責任者の役割に関する講義（６

時間）」と別紙２の「１ 児童発達支援管理責任者の役割に関する

講義（６時間）」は、共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を延長すること

や必要な科目を追加することは差し支えない。 

② 分野別に実施する講義及び演習 

分野別に実施する講義及び演習は、指定障害福祉サービス事業を

次表に定める分野に分類して実施すること。ただし、地域性、受講

者の希望等を考慮し、指定障害福祉サービス事業をさらに細かく分

類して実施することは差し支えない。 

 分  野 障害福祉サービス 

１ 介護 

 

療養介護 

生活介護 

２ 地域生活（身体） 自立訓練（機能訓練） 

３ 地域生活（知的・精神） 

 

自立訓練（生活訓練） 

共同生活援助 

４ 

 

就労 

 

就労移行支援 

就労継続支援 

（２）児童発達支援管理責任者研修 

① 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別紙２のとおりとする。 

なお、別紙２の「１ 児童発達支援管理責任者の役割に関する講

義（６時間）」と別紙１の「１ サービス管理責任者の役割に関す

る講義（６時間）」は、共通の内容とする。 
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るもの又は従事しようとするもの 

なお、児童発達支援管理責任者実践研修修了後、児童発達支援

管理責任者として指定障害児入所施設等に配置する場合には、障

害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として

厚生労働大臣が定めるもの（平成 24年厚生労働省告示第 230号。

以下「児童発達支援管理責任者告示」という。）に定める実務経

験において老人福祉施設・医療機関等以外での実務経験が３年以

上必要であることに留意すること。 

イ 平成 31 年４月１日において改正前の児童発達支援管理責任者

告示第２号の規定に該当する者であって、同日以後に相談支援従

事者初任者研修（講義部分）修了者となったもの（アに定める相

談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者に限る。）で、指

定障害児入所施設等において児童発達支援管理責任者として従

事しているもの又は従事しようとするもの 

ウ 児童発達支援管理責任者告示に定める期間内に児童発達支援

管理責任者更新研修の修了者とならなかった者で、指定障害児入

所施設等において児童発達支援管理責任者として従事している

もの又は従事しようとするもの。この場合にあっては、アに定め

る相談支援の業務又は直接支援の業務の従事者であることを要

しない。 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表５のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）児童発達支援管理責任者更新研修 

① 研修対象者 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を延長すること

や必要な科目を追加することは差し支えない。 

② 講義及び演習 

講義及び演習は、指定入所支援及び指定障害児通所支援並びに基

準該当障害児通所支援について実施すること。 

（３）留意事項 

サービス管理責任者研修又は児童発達支援管理責任者研修を修

了し、修了証書の交付を受けた者が、新たに他の分野等を受講する

場合については、別紙１の「１ サービス管理責任者の役割に関す

る講義（６時間）」及び別紙２の「１ 児童発達支援管理責任者に

関する講義（６時間）」を改めて受講することを要さない。 
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ア 児童発達支援管理責任者実践研修を修了後、指定障害児入所施

設等において児童発達支援管理責任者若しくは管理者として従

事している者又は地域相談支援事業所等において相談支援専門

員として従事している者で、指定障害児入所施設等において児童

発達支援管理責任者として従事しているもの又は従事しようと

するもの 

イ 児童発達支援管理責任者実践研修を修了後、本研修の受講開始

日前５年間においてアの業務に通算して２年以上従事していた

者で、指定障害児入所施設等において児童発達支援管理責任者と

して従事しているもの又は従事しようとするもの 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表６のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

 

５ 修了証書の交付 

（１）都道府県知事は別紙１及び別紙２の様式により、指定研修事業者

は別紙３及び別紙４の様式により、研修修了者に対して修了証書を

交付するものとする。 

（２）サービス管理責任者実践研修、サービス管理責任者更新研修、児

童発達支援管理責任者実践研修又は児童発達支援管理責任者更新

研修の修了者に交付する修了証書については、サービス管理責任者

告示又は児童発達支援管理責任者告示の規定により、次に更新研修

を修了すべき期日を記載するものとする。 

 

６ 修了者名簿の管理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 修了証書の交付 

（１）都道府県知事は、研修修了者に対して別紙３及び別紙４の様式に

より、修了証書を交付するものとする。 

（２）指定研修事業者は、研修修了者に対して別紙５及び別紙６の様式

により、修了証書を交付するものとする。 

 

 

 

 

 

６ 修了者名簿の管理  



9 
 

（１）指定研修事業者は、研修修了者について、修了証書番号、修了年

月日、氏名、連絡先等必要事項を記載した名簿を作成し、個人情報

として十分な注意を払った上で管理するとともに、作成後遅滞なく

指定を行った都道府県知事に提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、研修修了者について、修了証書番号、修了年月

日、氏名、連絡先等必要事項を記載した名簿を作成するとともに、

指定研修事業者から提出された名簿と併せて、個人情報として十分

な注意を払った上で都道府県の責任において一元的に管理するも

のとする。 

（３）サービス管理責任者更新研修又は児童発達支援管理責任者更新研

修の募集を行うに当たっては、受講が必要な者の実践研修修了年度

を募集要領等に明記する等、受講漏れが生じないよう適切な措置を

講ずるものとする。 

  

７ 実施上の留意点 

（１）研修日程等 

① 研修の時間帯、曜日については、各都道府県の実情に応じて受講

者が受講しやすいよう適宜配慮をすること。また、必ずしも連続し

て行う必要はなく、    カリキュラムに関しては適宜分割する

などして、幅広に受講できるよう配慮することは差し支えない。 

② 別表１及び別表４の研修カリキュラム、別表２及び別表５の研修

カリキュラム並びに別表３及び別表６の研修カリキュラムは、それ

ぞれ共通の内容であることから、開催日程、開催場所、定員等の規

模等の設定について適切に配慮することを前提に、サービス管理責

任者及び児童発達支援管理責任者の研修を同一の日程等で行うこ

とは差し支えない。 

（１）指定研修事業者は、研修修了者について、修了証書番号、修了年

月日、氏名、連絡先等必要事項を記載した名簿を作成し、個人情報

として十分な注意を払った上で管理するとともに、作成後遅滞なく

指定を行った都道府県知事に提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、研修修了者について、修了証書番号、修了年月

日、氏名、連絡先等必要事項を記載した名簿を作成するとともに、

指定研修事業者から提出された名簿と併せて、個人情報として十分

な注意を払った上で都道府県の責任において一元的に管理するも

のとする。 

 

 

 

 

 

７ 実施上の留意点 

（１）研修日程  

研修の時間帯、曜日については、各都道府県の実情に応じて受講

者が受講しやすいよう適宜配慮をすること。また、必ずしも連続し

て行う必要はなく、分野別のカリキュラムに関しては適宜分割する

などして、幅広に受講できるよう配慮することは差し支えない。 
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（２）講師 

講師                                     

         は、国が実施するサービス管理責任者等指導者養成研

修を修了した者又はこれに準ずる者が務めること   。 

（３）その他 

① 人権の尊重 

受講者に対し、人権の尊重について理解させるように努めるこ

と。 

② 障害のある受講者への配慮 

障害のある受講者に対しては、研修会場及び宿泊施設等の配慮を

行うよう努めること。 

 

８ 研修会参加費用 

研修会参加費用のうち、資料等に係る実費相当部分、研修会場までの

受講者の旅費及び宿泊費については、受講者（所属する指定障害福祉サ

ービス事業者及び指定障害児入所施設等を含む。）が負担するものとす

る。 

 

９ 指定研修事業者の指定 

都道府県知事による指定研修事業者の指定は、都道府県の区域ごと

に、その指定を受けようとする者の申請により、次に掲げる要件を満た

すと認められる者について、当該都道府県知事が行う。 

（１）事業実施者に関する要件 

① 研修事業の実施者は、事業を適正かつ円滑に実施するために必要

な事務的能力及び事業の安定的運営に必要な財政基盤を有するも

のであること。 

（２）講師 

サービス管理責任者研修及び児童発達支援管理責任者研修にお

ける指導者等は、国が実施するサービス管理責任者等指導者養成研

修を修了した者又はこれに準ずる者が務めることとする。 

（３）その他 

    ア 人権の尊重 

受講者に対し、人権の尊重について理解させるように努めるこ

と。 

    イ  障害のある受講者への配慮 

障害のある受講者に対しては、研修会場及び宿泊施設等の配慮を

行うよう努めること。 

 

８ 研修会参加費用 

研修会参加費用のうち、資料等に係る実費相当部分、研修会場までの

受講者の旅費及び宿泊費については、受講者（所属する指定障害福祉サ

ービス事業者及び指定障害児入所施設等を含む ）が負担するものとす

る。 

 

９ 研修事業者  の指定 

  都道府県知事による研修事業者  の指定は、都道府県の区域ごと

に、その指定を受けようとする者の申請により、次に掲げる要件を満た

すと認められる者について、当該都道府県知事が行う。 

（１）事業実施者に関する要件 

ア 研修事業の実施者は、事業を適正かつ円滑に実施するために必要

な事務的能力及び事業の安定的運営に必要な財政基盤を有するも

のであること。 
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② 研修事業の経理が他の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書

類等研修事業の収支の状況を明らかにする書類が整備されている

こと。 

③ 講師について、職歴、資格、実務経験、学歴等に照らし、各科目

を担当するために適切な人材が適当な人数確保されていること。 

（２）事業内容に関する要件 

① 研修事業が、本要綱に定めるいずれかの研修についてその内容に

従い、継続的に毎年１回以上実施されること。 

② 研修カリキュラムが、別表１から別表６までに定めるカリキュラ

ムの内容に従った  ものであること。 

 

 

 

（３）研修受講者に関する要件 

① 研修受講者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる

事項を明らかにした学則等を定め、公開すること。 

ア 開講目的 

イ 研修事業の名称 

ウ 実施場所 

エ 研修期間 

オ 研修カリキュラム 

カ 講師氏名 

キ 研修修了の認定方法 

ク 開講時期 

ケ 受講資格 

コ 受講手続（募集要領等） 

イ 研修事業の経理が他の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書

類等研修事業の収支の状況を明らかにする書類が整備されている

こと。 

 

 

（２）事業内容に関する要件 

ア 研修事業が、本要綱に定める             内容に

従い、継続的に毎年１回以上実施されること。 

イ 研修カリキュラムが、別紙１及び別紙２  に定めるカリキュラ

ムの内容にしたがったものであること。 

ウ 講義を担当する講師について、職歴、資格、実務経験、学歴等に

照らし、各科目を担当するために適切な人材が適当な人数確保され

ていること。 

（３）研修受講者に関する要件 

ア 研修受講者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる

事項を明らかにした学則等を定め、公開すること。 

① 開講目的 

② 研修事業の名称 

③ 実施場所 

④ 研修期間 

⑤ 研修カリキュラム 

⑥ 講師氏名 

⑦ 研修修了の認定方法 

⑧ 開講時期 

⑨ 受講資格 

⑩ 受講手続（募集要領等） 
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サ 受講料等 

② 研修への出席状況等研修受講者に関する状況を確実に把握し、保

存すること。 

（４）その他の要件 

① 研修事業の実施者は、事業運営上知り得た研修受講者に係る秘密

の保持について、十分留意すること。 

② 研修事業の実施者は、研修受講者が演習において知り得た個人の

秘密の保持について、受講者が十分に留意するよう指導すること。 

 

10 指定研修事業者の指定申請手続等 

（１）研修事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる必要事項を

記載した指定申請書を事業実施場所の都道府県知事に提出するも

のとすること。 

① 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所

の所在地並びにその代表者の氏名及び住所） 

② 研修事業の名称及び実施場所 

③ 事業開始予定年月日 

④ 学則等 

⑤ 研修カリキュラム 

⑥          講師の氏名、履歴、担当科目及び専任兼任の    

 別 

⑦ 研修修了の認定方法 

⑧ 事業開始年度及び次年度の収支予算の細目 

⑨ 申請者の資産状況 

⑩ その他指定に関し必要があると認める事項 

（２）申請者が法人であるときは、申請書に定款、寄付行為その他の規

⑪ 受講料等 

イ 研修への出席状況等研修受講者に関する状況を確実に把握し、保

存すること。 

（４）その他の要件 

ア 研修事業の実施者は、事業運営上知り得た研修受講者に係る秘密

の保持について、十分留意すること。 

イ 研修事業の実施者は、研修受講者が演習において知り得た個人の

秘密の保持について、受講者が十分に留意するよう指導すること。 

 

10 研修事業者  の指定申請手続等 

（１）本事業  の指定を受けようとする者は、次に掲げる必要事項を

記載した指定申請書を事業実施場所の都道府県知事に提出するも

のとすること。 

ア 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所

の所在地並びにその代表者の氏名及び住所） 

イ 研修事業の名称及び実施場所 

ウ 事業開始予定年月日 

エ 学則等 

オ カリキュラム   

カ 講義及び演習を行う講師の氏名、履歴、担当科目及び専任兼任の          

 別 

キ 研修修了の認定方法 

ク 事業開始年度及び次年度の収支予算の細目 

ケ 申請者の資産状況 

 

（２）申請者が法人であるときは、申請書に定款、寄付行為その他の規
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約を添付するものとすること。 

（３）指定研修事業者    は、指定を行った都道府県知事に対し、

毎年度、あらかじめ事業計画を提出するとともに、事業終了後速や

かに事業実績報告書を提出するものとすること。 

（４）指定研修事業者   は、申請の内容に変更を加える場合には、

指定を行った都道府県知事に対し、あらかじめ変更の内容、変更時

期及び理由を届け出るものとし、（１）の①から⑩までの事項に変

更を加える場合にあっては、変更について承認を受けるものとする

こと。 

（５）指定研修事業者    は、事業を廃止しようとする場合には、

指定を行った都道府県知事に対し、あらかじめ廃止の時期及び理由

を届け出、都道府県知事から指定の取消しを受けるものとするこ

と。 

 

11 費用の補助 

国は、都道府県が研修を実施する場合に限り、都道府県に対し、本事

業に要する経費について、別に定めるところにより補助するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

約を添付するものとすること。 

（３）本事業の指定を受けた者は、指定を行った都道府県知事に対し、

毎年度、あらかじめ事業計画を提出するとともに、事業終了後速や

かに事業実績報告書を提出するものとすること。 

（４）本事業の指定を受けた者は、申請の内容に変更を加える場合には、

指定を行った都道府県知事に対し、あらかじめ変更の内容、変更時

期及び理由を届け出るものとし、（１）のオからキ  の事項に変

更を加える場合にあっては、変更について承認を受けるものとする

こと。 

（５）本事業の指定を受けた者は、事業を廃止しようとする場合には、

指定を行った都道府県知事に対し、あらかじめ廃止の時期及び理由

を届け出、        指定の取消しを受けるものとするこ

と。 

 

11 費用の補助 

国は、都道府県が研修を実施する場合に限り、都道府県に対し、本事

業に要する経費について、別に定めるところにより補助するものとす

る。 
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（別紙１） 

「サービス管理責任者基礎研修」標準カリキュラム 

科 目 内容・目的 時間数 

１, サービス管理責任者の基本姿勢とサービス提供のプロセスに関

する講義（７．５時間） 

サービス提供

の基本的な考

え方 

サービス提供の基本的な考え方として、利用
者主体の視点、自立支援の視点、エンパワメ
ントの視点、ICFの視点、現実的な支援計画
に基づくサービス提供、連携の必要性等につ
いて理解する。 

６０分 

サービス提供

のプロセス 

PDCAサイクルによるサービス内容を確認す
ることの重要性とその方法、個別支援計画の
意義を理解する。 

９０分 

サービス等利

用計画と個別

支援計画の関

係 

サービス等利用計画における総合的な援助
方針を導き出すプロセスを理解し、個別支援
計画の出発点がサービス等利用計画の総合
的な援助方針であることを認識する。また、
サービス等利用計画が生活全体の範囲に及
び、個別支援計画が生活全体をイメージしな
がらも事業所内サービスに重点を置いた計
画であることを理解する。 

９０分 

サービス提供

における利用

者主体のアセ

スメント 

サービス提供における利用者を主体とした
アセスメントの考え方やその手法について
理解する。また、障害種別や各ライフステー
ジ、各サービスにおいて留意すべき視点につ
いて理解する。 

 
１５０分 

個別支援計画

作成のポイン

トと作成手順 

個別支援計画の作成におけるポイントと手
順についての事例等を活用し、作成の視点が
リスクマネジメントのみに陥らないように、
エンパワメントの視点やストレングスの活
用について理解するとともに、作成の手順を
習得する。 

６０分 

２, サービス提供プロセスの管理に関する演習（７．５時間） 

（別紙１） 

「サービス管理責任者研修」標準カリキュラム 
 

科  目 区 分 内 容 時間数 

１ サービス管理責任者の役割に関する講義（６時間） 

障害者の日常生
活及び社会生活
を総合的に支援
するための法律
とサービス管理
責任者の役割及
び児童福祉法と
児童発達支援管
理責任者の役割 

共通 障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律
における各事業の機能とサービ
ス内容、サービスの質を確保す
るために必要なサービス管理責
任者の基本的な役割及び児童福
祉法における障害児支援制度や
支援内容、支援の質を確保する
ために必要な児童発達支援管理
責任者の基本的な役割等につい
て解説 

２ 

サービス提供及
び支援提供のプ
ロセスと管理 

共通 サービス提供及び支援提供のプ
ロセス全体を解説するととも
に、サービス管理責任者及び児
童発達支援管理責任者がそのプ
ロセスにどのように係わるかを
具体的に解説 

２ 

サービス提供者
と関係機関の連
携及び支援提供
職員と関係機関
の連携 

共通 実際のサービス提供現場におけ
る、事業者又はサービス提供職
員とそれを取り巻く様々な関係
機関等とのネットワーク構築及
び支援提供現場における、事業
者又は支援提供職員と各関係機
関等とのネットワーク構築の事
例解説 

２ 

２ アセスメントやモニタリングの手法に関する講義（３時間） 

アセスメントと
サービス提供の
基本姿勢 

分野別 アセスメント技法や特に配慮し
なければならないポイントにつ
いて解説 

３ 

３ サービス提供プロセスの管理に関する演習（１０時間） 
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（別表２） 

「サービス管理責任者実践研修」標準カリキュラム 

科 目 内 容・目 的 時間数 

１, 障害福祉の動向に関する講義（１時間） 

障害者福祉施
策の最新の動
向（講義） 

・障害者福祉施策の最新の動向について理解
することにより、利用者の置かれている制度
的環境の変化を認識する。 

６０分 

２, サービス提供に関する講義及び演習（６．５時間） 

モニタリング
の 方 法 （ 講
義・演習） 

・事業所のモニタリングについて、サービス
等利用計画との連動性を念頭に置きながら、
モニタリングの視点・目的・手法等について
講義により理解する。事例を通じて、モニタ

１２０分 

個別支援計画

の作成（演習） 

モデル事例を活用したグループワークによ
り、サービス等利用計画に示される総合的な
援助方針、長期目標及び短期目標を踏まえ
て、個別支援計画の支援内容、担当者、連携
の頻度等について検討する。それに基づき、
支援目標、支援内容を設定し、個別支援計画
を作成する。 

２７０分 

個別支援計画

の実施状況の

把握（モニタ

リング）及び

記録方法（演

習） 

モデル事例を活用したグループワークによ
り、事業者が提供している支援のモニタリン
グについて、サービス等利用計画との連動性
を念頭に置きながら、視点・目的・手法等を
理解する。 

１８０分 

合 計 １５時間 

「サービス提供
プロセスの管理
の実際 事例研
究①」（アセスメ
ント編） 

分野別 標準的なサービス提供のプロセ
スに沿って支援が実施された事
例に基づき、支援方針の基本的
な方向性やサービス内容を左右
する利用者像の把握や目標設定
などの事項に重点を置いて演習
を展開する。 

４ 

「サービス提供
プロセスの管理
の実際 事例研
究②」（個別支援
計画編） 

分野別 事例研究①と同様に、障害内容
等の異なるより困難な事例を用
いて、アセスメント結果がすで
に明らかとなっている状況から
正確な個別支援計画書を作成・
修正できるかと言った観点から
演習を展開する。 

３ 

サービス内容の
チェックとマネ
ジメントの実際
（模擬会議） 

分野別 個別支援計画の作成に係る会議
をシミュレーションし、サービ
ス管理責任者としてサービス提
供者が展開する様々なサービス
内容をチェックし、支援チーム
に対するマネジメントの方法に
ついて演習する。 

３ 

合  計 １９ 

 

（別紙２） 

「児童発達支援管理責任者研修」標準カリキュラム 

科  目 内 容 時間数 

１ 児童発達支援管理責任者の役割に関する講義（６時間） 

児童福祉法と児童
発達支援管理責任
者の役割及び障害
者の日常生活及び
社会生活を総合的
に支援するための
法律とサービス管
理責任者の役割 

児童福祉法における障害児支援制度
や支援内容、支援の質を確保するた
めに必要な児童発達支援管理責任者
の基本的な役割及び障害者自立支援
法における各事業の機能とサービス
内容、サービスの質を確保するため
に必要なサービス管理責任者の基本
的な役割等について解説 

２ 
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リングの演習を行い、その手法を獲得する。 

個別支援会議
の 運 営 方 法
（講義・演習） 

・個別支援会議の意義、進行方法、会議にお
いて行うべき事項（個別支援計画作成時、モ
ニタリング時）等について講義により理解す
る。 
・個別支援会議における合意形成過程につい
て、模擬個別支援会議の実施体験演習を通じ
て、サービス管理責任者としての説明能力を
獲得する。 
・模擬個別支援会議の体験をもとに、個別支
援会議におけるサービス管理責任者の役割
についてグループワーク等により討議し、ま
とめる。 

２７０分 

３, 人材育成の手法に関する講義及び演習（３．５時間） 

サービス提供
職 員 へ の 助
言・指導につ
いて（講義・
演習） 

・サービス提供職員への支援内容、権利擁
護・法令遵守等に関する確認や助言・指導を
適切に実施するための方法等について講義
により理解する。 
・講義を踏まえて、受講者が事業所において
実施している助言・指導業務について、グル
ープワーク等により振り返るとともに、今後
の取り組み方について討議する。 

９０分 

実地教育とし
ての事例検討
会 の 進 め 方
（講義・演習） 

・事例検討会の目的、方法、効果等について
講義により理解する。また、事例検討会の実
施がチームアプローチの強化や人材育成に
も効果を有することを理解する。 
・受講者が持ち寄った実践事例をもとに、事
例検討会を行うことで、事例検討会の進め方
を習得する。 

１２０分 

４, 多職種及び地域連携に関する講義及び演習（３．５時間） 

サービス担当
者会議等にお
けるサービス
管理責任者の
役割（多職種
連携や地域連

・多職種連携や地域連携の実践事例を活用
し、サービス担当者会議等におけるサービス
管理責任者の役割（相談支援専門員との連携
や関係機関との連携方法）について理解す
る。 

５０分 

支援提供及びサー
ビス提供のプロセ
スと管理 

支援提供及びサービス提供のプロセ
ス全体を解説するとともに、児童発
達支援管理責任者及びサービス管理
責任者がそのプロセスにどのように
関わるかを具体的に解説 

２ 

支援提供職員と関
係機関の連携及び
サービス提供者と
関係機関の連携 

実際の支援提供現場における、事業
者又は支援提供職員と各関係機関等
とのネットワーク構築及び実際のサ
ービス提供現場における、事業者又
はサービス提供職員とそれを取り巻
く様々な関係機関等とのネットワー
ク構築の事例解説 

２ 

２ アセスメントやモニタリングの手法に関する講義（３時間） 

アセスメントと支
援提供の基本姿勢 

アセスメント技法や特に配慮しなけ
ればならないポイントについて解説 

３ 

３ 支援提供プロセスの管理に関する演習（１０時間） 

「支援提供プロセ
ス の 管 理 の 実 際 
事例研究①」（アセ
スメント編） 

標準的な支援提供プロセスに沿って
支援が実施された事例に基づき、支
援方針の基本的な方向性や支援内容
を左右する利用者像の把握や目標設
定などの事項に重点を置いて演習を
展開する。 

４ 

「支援提供プロセ
ス の 管 理 の 実 際 
事例研究②」（個別
支援計画編） 
 

事例研究①と同様に、アセスメント
結果がすでに明らかとなっている状
況から正確な個別支援計画書を作
成・修正できるかと言った観点から
演習を展開する。 

３ 

支援内容のチェッ
クとマネジメント
の実際（模擬会議） 

個別支援計画の作成に係る会議をシ
ミュレーションし、児童発達支援管
理責任者として支援提供者が展開す
る様々な支援内容をチェックし、支
援チームに対するマネジメントの方
法について演習する。 

３ 

合  計 １９ 
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携の実践的事
例からサービ
ス担当者会議
のポイントの
整理）（講義） 

（自立支援）
協議会を活用
した地域課題
の解決に向け
た取組（講義） 

・（自立支援）協議会の意義、目的、活動内
容等について理解する。 
・サービス管理責任者の業務を通して見出さ
れる地域課題を解決するための（自立支援）
協議会の活用について実践報告等により学
ぶ。 

５０分 

サービス担当
者会議と（自
立支援）協議
会の活用につ
いてのまとめ
（演習） 

・サービス担当者会議や（自立支援）協議会
に関する講義を踏まえ、多職種連携や地域連
携の重要性、意義、ポイントについてグルー
プワーク等による討議を通じて、連携のあり
方についてまとめを行う。 

１１０分 

合 計 １４．５時間 

 

（別表３） 

「サービス管理責任者更新研修」標準カリキュラム 

科 目 内容・目的 時間数 

１, 障害福祉の動向に関する講義（１時間） 

障害者福祉
施策の最新
の動向（講
義） 

・障害者福祉施策の最新の動向について理解
することで、利用者の置かれている制度的環
境の変化を認識する。 

６０分 

２, サービス提供の自己検証に関する演習（５時間） 

事業所として
の自己検証
（演習） 

・グループワークを通じて、各自の事業所の
取組状況や地域との連携の実践状況を共有
することにより、コンプライアンスを理解
し、今後の事業所としての取組を明確にす
る。グループワークの成果を発表し、各自ま
とめる。 

９０分 
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サービス管理
責任者として
の自己検証
（演習） 

・サービス管理責任者として自らを振り返
り、自己覚知を促し、支援のあり方や地域と
の関わり方、今後の自らの取り組むべき研修
課題を明確にする。グループワークにおける
討議を通じて、各自まとめる。 

１２０分 

関係機関との
連携（演習） 

・関係機関と連携した事例に基づき、支援方
針の基本的な方向性や支援内容を左右する
事項に重点を置いてグループワークを展開
することにより、関係機関との連携を理解す
るとともに、（自立支援）協議会の役割を再認
識する。 

９０分 

３, サービスの質の向上と人材育成のためのスーパービジョンに関す
る講義及び演習（７時間） 

サービス管理
責任者として
のスーパービ
ジョン（講義） 

・サービス管理責任者として、事例検討のス
ーパービジョン及びサービス提供職員等へ
のスーパービジョンに関する基本的な理解
を深める。 

１８０分 

事例検討のス
ーパービジョ
ン（演習） 

・事例を通じて、支援のあり方、支援方針、
支援の内容を検討し、優良な点や改善が必要
な点について、グループワークによって明確
化することによってスキルアップを図る。ま
た事例について、スーパーバイズを体験す
る。 

６０分 

サービス提供
職員等へのス
ーパービジョ
ン（演習） 

・事例を通じてサービス管理責任者等として
サービス提供職員等へ実施するスーパービ
ジョンの構造や機能を理解し、具体的な技術
を獲得する。 

１２０分 

研修のまとめ
（演習） 

・研修で得られた知識・技術を活用して、サ
ービス管理責任者としてのスキルアップを
図る方策について、グループワークにおける
討議を通じてまとめを行う。 

６０分 

合 計 １３時間 

※ 平成 35 年度までの間は、サービスの質の向上と人材育成のためのス

ーパービジョンに関する講義及び演習を省略することができる。 
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（別表４） 

「児童発達支援管理責任者基礎研修」標準カリキュラム 

科 目 内容・目的 時間数 

１, 児童発達支援管理責任者の基本姿勢とサービス提供のプロセス
に関する講義（７．５時間） 

支援提供の基
本的な考え方 

支援提供の基本的な考え方として、利用者主
体の視点、自立支援の視点、エンパワメント
の視点、ICFの視点、現実的な支援計画に基
づく支援提供、連携の必要性等について理解
する。 

６０分 

支援提供のプ
ロセス 

PDCAサイクルによる支援内容を確認するこ
との重要性とその方法、個別支援計画の意義
を理解する。 

９０分 

障害児支援利
用計画と個別
支援計画の関
係 

障害児支援利用計画における総合的な援助
方針を導き出すプロセスを理解し、個別支援
計画の出発点が障害児支援利用計画の総合
的な援助方針であることを認識する。また、
障害児支援利用計画が生活全体の範囲に及
び、個別支援計画が生活全体をイメージしな
がらも事業所内支援に重点を置いた計画で
あることを理解する。 

９０分 

支援提供にお
ける利用者主
体のアセスメ
ント 

支援提供における利用者を主体としたアセ
スメントの考え方やその手法について理解
する。また、障害種別や各ライフステージ、
児童発達支援等において留意すべき視点に
ついて理解する。 

１５０分 
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（別表５） 

「児童発達支援管理責任者実践研修」標準カリキュラム 

科 目 内 容・目 的 時間数 

１, 障害福祉の動向に関する講義（１時間） 

児童福祉施策
の最新の動向
（講義） 

・児童福祉施策の最新の動向について理解す
ることにより、利用者の置かれている制度的
環境の変化を認識する。 

６０分 

２, サービス提供に関する講義及び演習（６．５時間） 

個別支援計画
作成のポイン
トと作成手順 

個別支援計画の作成におけるポイントと手
順についての事例等を活用し、作成の視点が
リスクマネジメントのみに陥らないように、
エンパワメントの視点やストレングスの活
用について理解するとともに、作成の手順を
習得する。 

６０分 

２, サービス提供プロセスの管理に関する演習（７．５時間） 

個別支援計画
の作成（演習） 

モデル事例を活用したグループワークによ
り、障害児支援利用計画に示される総合的な
援助方針、長期目標及び短期目標を踏まえ
て、個別支援計画の支援内容、担当者、連携
の頻度等について検討する。それに基づき、
支援目標、支援内容を設定し、個別支援計画
を作成する。 

２７０分 

個別支援計画
の実施状況の
把握（モニタ
リング）及び
記録方法（演
習） 

モデル事例を活用したグループワークによ
り、事業者が提供している支援のモニタリン
グについて、障害児支援利用計画との連動性
を念頭に置きながら、視点・目的・手法等を
理解する。 

１８０分 

合 計 １５時間 
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モニタリング
の 方 法 （ 講
義・演習） 

・事業所のモニタリングについて、障害児支
援利用計画との連動性を念頭に置きながら、
モニタリングの視点・目的・手法等について
講義により理解する。事例を通じて、モニタ
リングの演習を行い、その手法を獲得する。 

１２０分 

個別支援会議
の 運 営 方 法
（講義・演習） 

・個別支援会議の意義、進行方法、会議にお
いて行うべき事項（個別支援計画作成時、モ
ニタリング時）等について講義により理解す
る。 
・個別支援会議における合意形成過程につい
て、模擬個別支援会議の実施体験演習を通じ
て、児童発達支援管理責任者としての説明能
力を獲得する。 
・模擬個別支援会議の体験をもとに、個別支
援会議における児童発達支援管理責任者の
役割についてグループワーク等により討議
し、まとめる。 

２７０分 

３, 人材育成の手法に関する講義及び演習（３．５時間） 

支援提供職員
への助言・指
導 に つ い て
（講義・演習） 

・支援提供職員への支援内容、権利擁護・法
令遵守等に関する確認や助言・指導を適切に
実施するための方法等について講義により
理解する。 
・講義を踏まえて、受講者が事業所において
実施している助言・指導業務について、グル
ープワーク等により振り返るとともに、今後
の取り組み方について討議する。 

９０分 

実地教育とし
ての事例検討
会 の 進 め 方
（講義・演習） 

・事例検討会の目的、方法、効果等について
講義により理解する。また、事例検討会の実
施がチームアプローチの強化や人材育成に
も効果を有することを理解する。 
・受講者が持ち寄った実践事例をもとに事例
検討会を行うことで、事例検討会の進め方を
習得する。 

１２０分 

４, 多職種及び地域連携に関する講義及び演習（３．５時間） 
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サービス担当
者会議等にお
ける児童発達
支援管理責任
者の役割（多
職種連携や地
域連携の実践
的事例からサ
ービス担当者
会議のポイン
トの整理）（講
義） 

・多職種連携や地域連携の実践事例を活用
し、サービス担当者会議等における児童発達
支援管理責任者の役割（相談支援専門員との
連携や関係機関との連携方法）について理解
する。 

５０分 

（自立支援）
協議会を活用
した地域課題
の解決に向け
た取組（講義） 

・（自立支援）協議会の意義、目的、活動内
容等について理解する。 
・児童発達支援管理責任者の業務を通して見
出される地域課題を解決するための（自立支
援）協議会の活用について実践報告等により
学ぶ。 

５０分 

サービス担当
者会議と（自
立支援）協議
会の活用につ
いてのまとめ
（演習） 

・サービス担当者会議や（自立支援）協議会
に関する講義を踏まえ、多職種連携や地域連
携の重要性、意義、ポイントについてグルー
プワーク等による討議を通じて、連携のあり
方についてまとめを行う。 

１１０分 

合 計 １４．５時間 

 

（別表６） 

「児童発達支援管理責任者更新研修」標準カリキュラム 

科 目 内容・目的 時間数 

１, 障害福祉の動向に関する講義（１時間） 

児童福祉施
策の最新の
動向（講義） 

・児童福祉施策の最新の動向について理解す
ることで、利用者の置かれている制度的環境
の変化を認識する。 

６０分 
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２, サービス提供の自己検証に関する演習（５時間） 

事業所として
の自己検証
（演習） 

・グループワークを通じて、各自の事業所の
取組状況や地域との連携の実践状況を共有
することにより、コンプライアンスを理解
し、今後の事業所としての取組を明確にす
る。グループワークの成果を発表し、各自ま
とめる。 

９０分 

児童発達支援
管理責任者と
しての自己検
証（演習） 

・児童発達支援管理責任者として自らを振り
返り、自己覚知を促し、支援のあり方や地域
との関わり方、今後の自らの取り組むべき研
修課題を明確にする。グループワークにおけ
る討議を通じて、各自まとめる。 

１２０分 

関係機関との
連携（演習） 

・関係機関と連携した事例に基づき、支援方
針の基本的な方向性や支援内容を左右する
事項に重点を置いてグループワークを展開
することにより、関係機関との連携を理解す
るとともに、（自立支援）協議会の役割を再認
識する。 

９０分 

３, サービスの質の向上と人材育成のためのスーパービジョンに関す
る講義及び演習（７時間） 

児童発達支援
管理責任者と
してのスーパ
ービジョン
（講義） 

・児童発達支援管理責任者として、事例検討
のスーパービジョン及び支援提供職員等へ
のスーパービジョンに関する基本的な理解
を深める。 

１８０分 

事例検討のス
ーパービジョ
ン（演習） 

・事例を通じて、支援のあり方、支援方針、
支援の内容を検討し、優良な点や改善が必要
な点について、グループワークによって明確
化することによってスキルアップを図る。ま
た事例について、スーパーバイズを体験す
る。 

６０分 

支援提供職員
等へのスーパ
ービジョン
（演習） 

・事例を通じて児童発達支援管理責任者とし
て支援提供職員等へ実施するスーパービジ
ョンの構造や機能を理解し、具体的な技術を
獲得する。 

１２０分 
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研修のまとめ
（演習） 

・研修で得られた知識・技術を活用して、児
童発達支援管理責任者としてのスキルアッ
プを図る方策について、グループワークにお
ける討議を通じてまとめを行う。 

６０分 

合 計 １３時間 

※ 平成 35 年度までの間は、サービスの質の向上と人材育成のためのス

ーパービジョンに関する講義及び演習を省略することができる。 

 

（別紙１） 

                                         第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 あなたは、厚生労働省の定めるサービス管理責任者○○研修を修了した

ことを証します。 

 

 

 

 

    年  月  日 

 

 

                              ○○○知事      

 

 

 

 

 

 

 

（別紙３） 

                                         第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 あなたは、厚生労働省の定めるサービス管理責任者研修を修了したこと

を証します。 

 

修了分野：            

 

 

平成  年  月  日 

 

 

                              ○○○知事      
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                                 ○ ○ ○ ○   

 

（別紙２） 

                                           第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省の定める児童発達支援管理責任者○○研修を修了

したことを証します。 

 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

                                   ○○○知事      

                                      ○ ○ ○ ○   

 

（別紙３） 

                                 ○ ○ ○ ○   

 

（別紙４） 

                                           第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省の定める児童発達支援管理責任者研修を修了した

ことを証します。 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

                                   ○○○知事      

                                      ○ ○ ○ ○   

 

（別紙５） 
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                                          第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省が定めるところにより当該研修事業者が○○○知

事の指定を受けて行うサービス管理責任者○○研修を修了したことを証

します。 

 

 

 

 

       年  月  日 

 

 

（指定された事業者名）    

代 表  ○ ○ ○ ○ 

 

（別紙４） 

                                          第     号 

 

                                          第     号 

 

 

修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省が定めるところにより当該研修事業者が○○○知

事の指定を受けて行うサービス管理責任者研修を修了したことを証しま

す。 

 

修了分野：            

 

 

平成  年  月  日 

 

 

（指定された事業者名）    

代 表  ○ ○ ○ ○ 

 

（別紙６） 

                                          第     号 
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修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省が定めるところにより当該研修事業者が○○○知

事の指定を受けて行う児童発達支援管理責任者○○研修を修了したこと

を証します。 

 

 

 

 

    年  月  日 

 

 

（指定された事業者名）    

代 表  ○ ○ ○ ○ 

 

 

修  了  証  書 

 

 

  氏  名 

  生年月日 

 

 

 あなたは、厚生労働省が定めるところにより当該研修事業者が○○○知

事の指定を受けて行う児童発達支援管理責任者研修を修了したことを証

します。 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

（指定された事業者名）    

代 表  ○ ○ ○ ○ 

 

 


